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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 71,349 83,504 107,241 157,310 170,891

経常利益（百万円） 130 1,510 1,579 2,071 3,520

中間（当期）純利益（百万円） 56 924 825 1,214 1,820

純資産額（百万円） 28,588 29,968 31,340 29,313 30,563

総資産額（百万円） 85,934 94,194 103,806 90,960 91,740

１株当たり純資産額（円） 1,045.68 1,105.80 1,173.06 1,085.80 1,141.19

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

2.04 34.21 30.86 43.52 66.20

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

2.04 34.13 30.79 43.50 66.04

自己資本比率（％） 33.3 31.8 30.2 32.2 33.3

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

－2,204 －6,017 1,123 －790 312

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

82 －10 －851 277 －217

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

－449 5,031 774 －2,609 693

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

3,753 2,196 6,602 3,189 3,974

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(人) 

1,090
(114)

1,020
(115)

1,152
(122)

1,038 
(116) 

1,025
(119)

 （注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 63,494 75,105 79,883 138,520 152,872

経常利益又は経常損失（－） 
（百万円） 

－111 1,172 1,071 1,318 2,657

中間（当期）純利益又は中間純損
失（－）（百万円） 

－140 665 630 716 1,179

資本金（百万円） 6,214 6,214 6,214 6,214 6,214

発行済株式総数（株） 28,051,200 28,051,200 28,051,200 28,051,200 28,051,200

純資産額（百万円） 25,713 26,699 27,203 26,295 26,847

総資産額（百万円） 77,432 85,092 76,161 79,688 79,136

１株当たり純資産額（円） 940.52 985.18 1,018.19 974.00 1,002.42

１株当たり中間（当期）純利益金
額又は中間純損失金額（－）
（円） 

－5.10 24.62 23.55 25.57 42.79

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ 24.56 23.49 25.56 42.68

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

7 9 10 16 19

自己資本比率（％） 33.2 31.4 35.7 33.0 33.9

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(人) 

820
(99)

754
(100)

741
(98)

783 
(100) 

727
(102)

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第57期中は、１株当たり中間純損失が

計上されているため記載しておりません。 

 



 

－  － 

 

(3) ／ 2005/12/26 14:08 (2005/12/26 14:06) ／ 401476_03_020_2k_05250603／第１企業／os2丸文／半期.doc 

3

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。 

議決権の所有（被所

有）割合 
名称 住所 資本金 

主要な事業の内

容 所有割合

（％） 

被所有割

合（％）

関係内容 

（連結子会社）  百万円     

丸文ウエスト株式会

社 

兵庫県神戸市中

央区 
30 システム事業 100.0 －

当社グループの取扱商品の一部を兵

庫県を中心とする近畿、中国地方で

販売している。 

  千US$     

Marubun/Arrow 

Asia,Ltd. 

（注）２、５ 

British Virgin 

Islands 
7,201 デバイス事業 50.0 －

当社グループの取扱商品の一部を販

売している会社（Marubun/Arrow (S) 

Pte Ltd.及びMarubun/Arrow (HK) 

Ltd.）の持株会社。 

  千US$     

Marubun/Arrow (S) 

Pte Ltd. 

（注）６ 

Robinson Road 

Singapore 3,639 デバイス事業 
50.0

(50.0)
－

当社グループの取扱商品の一部を主

としてシンガポールで販売してい

る。 

  千US$     

Marubun/Arrow (HK) 

Ltd. 

（注）６ 

Kowloon, Hong 

Kong, China 4,490 デバイス事業 
50.0

(50.0)
－

当社グループの取扱商品の一部を主

として中国で販売している。 

  千THB   

Marubun Arrow 

(Thailand) 

Co.,Ltd. 

（注）７ 

Bangkok, 

Thailand 
38,000 デバイス事業 

50.0

(50.0)
－

当社グループの取扱商品の一部を主

としてタイで販売している。 

  千US$   

Marubun/Arrow 

(Phils) Inc. 

（注）７ 

Laguna, 

Philippinse 2,001 デバイス事業 
50.0

(50.0)
－

当社グループの取扱商品の一部を主

としてフィリピンで販売している。 

  千US$   

Marubun/Arrow 

(Shanghai) 

Co.,Ltd. 

（注）７ 

Shanghai, 

China 
280 デバイス事業 

50.0

(50.0)
－

当社グループの取扱商品の一部を主

として中国で販売している。 

（注）１．「主要な事業の内容」欄は、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社であります。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４．「議決権の所有（被所有）割合」欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

５．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配している状況から子会社としたものであります。 

６．Marubun/Arrow Asia,Ltd.の100％子会社であります。 

７．Marubun/Arrow Asia,Ltd.の間接所有100％子会社であります。 
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４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

デバイス事業 592( 10) 

システム事業 304( 10) 

全社（共通） 256(102) 

合計 1,152(122) 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員を除く。）

は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ127名増加したのは、Marubun/Arrow Asia,Ltd.及び当該子会社５社

が連結子会社となったことによるものであります。 

 

(2）提出会社の状況 

 平成17年９月30日現在

従業員数（人）   741(98) 

 （注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含

み、人材会社からの派遣社員を除く。）は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

 

(3）労働組合の状況 

労働組合はありません。 

 



 

－  － 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加し、個人消費も消費

者マインドの改善と所得の増加により持ち直し、景気は回復基調で推移しました。世界の経済につきましても、

米国・中国で景気が拡大し、欧州でも景気が緩やかに回復するなど、着実に回復しました。 

当社グループの属するエレクトロニクス業界は、薄型テレビの普及や携帯型音楽プレーヤーの市場拡大、第

三世代携帯電話への買い替え需要増などがありましたが、価格下落も激しく厳しい状況が続きました。日本の

半導体市場は在庫調整が進展したものの、回復感に乏しいまま低調に推移しました。 

このような経営環境のもとで、当社グループは、通信機器やデジタル家電、自動車市場への拡販を進めると

ともに、新規商品、新規事業の開発による収益基盤の拡大に取り組み、業績の向上に努めてまいりました。 

その結果、売上高は107,241百万円と、前年同期に比べ23,736百万円（28.4%）の増収となりました。利益面

におきましては、営業利益は1,943百万円と、前年同期に比べ465百万円（31.5%）の増益、経常利益は1,579百

万円と、前年同期に比べ68百万円（4.5%）の増益、中間純利益は少数株主利益が増加したことにより825百万

円と、前年同期に比べ98百万円（10.7%）の減益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

ア．デバイス事業 

前期に引き続き第三世代携帯電話向けやワイヤレス通信向けの半導体が好調に推移しました。また、従

来持分法適用関連会社であったMarubun/Arrow Asia, Ltd.を今期から連結の範囲に含めたことおよび３月

１日付で子会社となった丸文セミコン株式会社のビジネスが順調に立ち上がったことにより、売上高は

92,474百万円と、前年同期に比べ27,018百万円（41.3%）の増収、営業利益は3,113百万円と、前年同期に

比べ942百万円（43.4%）の増益となりました。 

イ．システム事業 

光通信用部品などの需要は増加したものの、前期に好調だった半導体検査装置などの半導体関連設備機

器の売上が大幅に減少し、レーザ機器や航空宇宙機器も低調に推移しました。その結果、売上高は14,766

百万円と、前年同期に比べ3,281百万円（18.2%）の減収、営業利益は206百万円と、前年同期に比べ574百

万円（73.5%）の減益となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

ア．日本 

国内は、第三世代携帯電話向けやワイヤレス通信向けの半導体が好調に推移したことと３月１日付で子

会社となった丸文セミコン株式会社のビジネスが順調に立ち上がったことにより、売上高は92,334百万円、

営業利益は2,751百万円となりました。 

イ．アジア 

アジアは、今期から連結の範囲に含めたMarubun/Arrow Asia, Ltd.が堅調に推移し、売上高は14,906百

万円、営業利益は338百万円となりました。 

 

（注）当中間連結会計期間から所在地別セグメント情報が開示の対象となったため、前中間連結会計期間との

比較は省略しております。 
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(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増

加、長期借入金の返済等の支出要因があったものの、税金等調整前中間純利益が1,625百万円（前年同期比

4.8%増）と増益であったこと、たな卸資産の減少、仕入債務の増加、短期借入金の純増額、新規連結に伴う現

金及び現金同等物の増加等により、前中間連結会計期間末に比べ4,405百万円（200.6%）増加し、当中間連結

会計期間末には6,602百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は1,123百万円（前年同期は6,017百万円の減少）と

なりました。 

これは、主に売上債権の増加が4,051百万円、法人税等の支払額が774百万円等の支出要因があった一方で、

税金等調整前中間純利益が1,625百万円となったこと及び仕入債務が4,098百万円増加したことによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は851百万円（前年同期は10百万円の減少）となり

ました。 

これは、主に投資不動産の売却による収入が55百万円、投資不動産の賃貸に伴う差引収入が95百万円あった

ものの、有形固定資産の取得による支出が377百万円、無形固定資産の取得による支出が364百万円、貸付によ

る支出が100百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が100百万円あったことによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は前年同期に比べ4,256百万円（84.5％）減少し、

774百万円となりました。 

これは主に長期借入金の返済による支出が1,000百万円あった一方で、短期借入金の純増額が2,169百万円

あったことによるものであります。 

 

 

 



 

－  － 
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２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

デバイス事業 84,647 ＋30.5 

システム事業 13,725 －8.0 

合計 98,373 ＋23.3 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の仕入実績及び総仕入実績に対する

割合は、次のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 相手先 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日本テキサス・インスツルメンツ株
式会社 

34,603 43.4 31,358 31.9 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

デバイス事業 97,889 ＋50.1 21,942 ＋79.5 

システム事業 19,562 －1.7 10,761 ＋0.5 

合計 117,452 ＋38.0 32,703 ＋42.6 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．連結子会社の増加に伴い、当中間連結会計期間末における受注残高は、デバイス事業が2,537百万円増

加しております。 

 



 

－  － 
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(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

デバイス事業 92,474 ＋41.3 

システム事業 14,766 －18.2 

合計 107,241 ＋28.4 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
相手先 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

シャープ株式会社 － － 11,661 10.9 

３．前中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10

以上の主な相手先がありませんので、記載を省略しております。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

 



 

－  － 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、提出会社及び既存の連結子会社については主要な設備に重要な異動はありませ

ん。 

 なお、増加した連結子会社には重要な設備はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次のとおりであります。 

当社において、前連結会計年度末に計画しておりました埼玉県越谷市の社員寮の新設については、平成17年10

月に竣工しました。 

なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 



 

－  － 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,051,200 28,051,200 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 28,051,200 28,051,200 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年６月27日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 300 300 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000 30,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 715 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 
至 平成18年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     715 
資本組入額    358 

同左 

新株予約権の行使の条件 

ア．権利行使時において
当社あるいは当社関係会
社の取締役、監査役又は
従業員の地位にあること
を要する。 
イ．権利の譲渡、質入及
び相続、その他の処分は
認めない。 
ウ．新株予約権者は、割
当を受けた新株予約権の
一部につき、これを行使
することができる。ただ
し、その目的たる株式の
数が当社の定款で規定す
る一単元の株式数未満の
株式に関しては、新株予
約権を行使することがで
きない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 



 

－  － 
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② 平成15年６月27日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 810 685 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 81,000 68,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 572 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 
至 平成19年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     572 
資本組入額    286 

同左 

新株予約権の行使の条件 

ア．権利行使時において
当社あるいは当社関係会
社の取締役、監査役又は
従業員の地位にあること
を要する。 
イ．権利の譲渡、質入及
び相続、その他一切の処
分は認めない。 
ウ．新株予約権者は、割
当を受けた新株予約権の
全部または一部につき、
これを行使することがで
きる。ただし、新株予約
権の一部行使はその目的
たる株式の数が当社の一
単元の株式数の整数倍と
なる場合に限りこれを行
うことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

 



 

－  － 
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③ 平成16年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,400 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 140,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 882 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成20年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     882 
資本組入額    441 

同左 

新株予約権の行使の条件 

ア．権利行使時において
も当社あるいは当社関係
会社の取締役、監査役又
は従業員の地位にあるこ
とを要する。 
イ．権利の譲渡、質入及
び相続、その他一切の処
分は認めない。 
ウ．新株予約権者は、割
当を受けた新株予約権の
全部または一部につき、
これを行使することがで
きる。ただし、新株予約
権の一部行使はその目的
たる株式の数が当社の一
単元の株式数の整数倍と
なる場合に限りこれを行
うことができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するに
は取締役会の承認を要す
る。 

同左 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 28,051,200 － 6,214 － 6,351 

 



 

－  － 
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(4）【大株主の状況】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

堀越 善雄 東京都中央区日本橋大伝馬町８－１ 3,622 12.91 

アロウエレクトロニクスイン
ク(Ａ／ＣＦ2-550876)（常任
代理人 野村證券株式会社） 

ノース アメリカン オペレーションズ 
25HUB ドライブ メルヴィル ニュー
ヨーク 11747-3509 
(東京都中央区日本橋１丁目９－１) 

2,350 8.38 

財団法人丸文研究交流財団 東京都中央区日本橋小伝馬町12－９ 2,304 8.21 

株式会社千葉パブリックゴル
フコース 

東京都中央区日本橋大伝馬町８－１ 1,614 5.75 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,404 5.01 

堀越 毅一 東京都渋谷区代々木３丁目57－１ 898 3.20 

丸文社員持株会 東京都中央区日本橋大伝馬町８－１ 860 3.07 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 695 2.48 

堀越 浩司 東京都渋谷区代々木３丁目57－１ 544 1.94 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 479 1.71 

計 － 14,773 52.67 

 （注）１．上記のほか、自己株式が1,334千株あります。 

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有す

る株式のうち、信託業務に係る株式数は、それぞれ1,304千株、657千株であります。 

 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,334,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,683,200 266,832 － 

単元未満株式 普通株式   34,000 － － 

発行済株式総数 28,051,200 － － 

総株主の議決権 － 266,832 － 

 

 



 

－  － 
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②【自己株式等】 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

丸文株式会社 
東京都中央区日本橋
大伝馬町８－１ 

1,334,000 － 1,334,000 4.76

計 － 1,334,000 － 1,334,000 4.76

 （注）「自己株式等」には、旧商法第210条ノ２第２項（ストックオプション制度）並びに商法第210条の規定によ

り取得した自己株式がそれぞれ174,000株、1,157,100株含まれております。 

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 990 959 968 968 1,178 1,345 

最低（円） 831 869 910 928 960 1,092 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 



 

－  － 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附

則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載

しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。

なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示し

ております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、至誠監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   4,948 8,911  6,720

２．受取手形及び売掛
金 

  46,532 54,491  45,714

３．有価証券   15 －  －

４．たな卸資産   23,319 21,761  20,246

５．繰延税金資産   474 502  480

６．その他   1,945 1,957  1,479

貸倒引当金   －28 －51  －27

流動資産合計   77,207 82.0 87,573 84.4  74,614 81.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物及び構築物 ※1,3 2,132 1,998 2,049 

(2）土地 ※３ 2,658 2,648 2,648 

(3）その他 ※１ 593 5,384 833 5,481 690 5,388

２．無形固定資産    

(1）連結調整勘定  － 493 548 

(2）その他  1,782 1,782 1,794 2,288 1,613 2,162

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※３ 3,480 2,423 3,826 

(2）繰延税金資産  1,446 1,174 1,316 

(3）投資不動産 ※2,3 2,928 2,364 2,416 

(4）その他  1,963 9,819 2,502 8,464 2,017 9,575

固定資産合計   16,986 18.0 16,233 15.6  17,126 18.7

資産合計   94,194 100.0 103,806 100.0  91,740 100.0

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛
金 

※３  25,929 32,810  25,378

２．短期借入金 ※３  31,242 30,504  27,610

３．未払法人税等   565 729  700

４．繰延税金負債   － 0  －

５．賞与引当金   800 868  785

６．その他   1,741 1,810  2,822

流動負債合計   60,279 64.0 66,724 64.3  57,297 62.5
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前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   2,000 2,000  2,000

２．繰延税金負債   0 25  0

３．退職給付引当金   890 754  814

４．役員退職慰労引当
金 

  411 408  429

５．その他   633 605  623

固定負債合計   3,936 4.2 3,793 3.6  3,867 4.2

負債合計   64,215 68.2 70,518 67.9  61,165 66.7

（少数株主持分）    

少数株主持分   10 0.0 1,947 1.9  11 0.0

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   6,214 6.6 6,214 6.0  6,214 6.8

Ⅱ 資本剰余金   6,351 6.7 6,351 6.1  6,351 6.9

Ⅲ 利益剰余金   18,130 19.2 19,250 18.5  18,722 20.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  206 0.2 578 0.6  390 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定   －189 －0.2 65 0.1  －91 －0.1

Ⅵ 自己株式   －745 －0.8 －1,119 －1.1  －1,023 －1.1

資本合計   29,968 31.8 31,340 30.2  30,563 33.3

負債、少数株主持
分及び資本合計 

  94,194 100.0 103,806 100.0  91,740 100.0

    

 



 

－  － 

 

(18) ／ 2005/12/26 14:08 (2005/12/26 14:06) ／ 401476_03_060_2k_05250603／第５－１中間連結財務諸表等／os2丸文／半期.doc 

18

②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   83,504 100.0 107,241 100.0  170,891 100.0

Ⅱ 売上原価   74,208 88.9 96,702 90.2  151,673 88.8

売上総利益   9,295 11.1 10,538 9.8  19,218 11.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  7,818 9.4 8,595 8.0  15,706 9.2

営業利益   1,477 1.8 1,943 1.8  3,512 2.1

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  0 6 1 

２．受取配当金  9 10 15 

３．持分法による投資
利益 

 151 13 460 

４．投資不動産賃貸収
入 

 144 136 287 

５．固定資産賃貸料  39 31 73 

６．雑収入  50 396 0.5 63 262 0.2 90 929 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  140 146 282 

２．投資不動産賃貸費
用 

 75 70 148 

３．為替差損  90 316 291 

４．雑損失  55 363 0.4 93 626 0.6 198 920 0.5

経常利益   1,510 1.8 1,579 1.5  3,520 2.1

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 43 0 70 

２．投資有価証券売却
益 

 － 0 5 

３．投資不動産売却益 ※３ － 61 － 

４．貸倒引当金戻入額  6 5 7 

５．その他  － 50 0.1 2 69 0.1 － 83 0.0
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却及び
除却損 

※４ 8 2 7 

２．投資有価証券評価
損 

 － － 168 

３．投資不動産売却損 ※５ － － 374 

４．ゴルフ会員権評価
損 

 0 4 3 

５．関係会社整理損  0 5 19 

６．減損損失 ※６ － 10 0.0 9 22 0.0 － 573 0.3

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  1,551 1.9 1,625 1.5  3,029 1.8

法人税、住民税及
び事業税 

※７ 553 682 1,120 

法人税等調整額 ※７ 68 622 0.7 19 701 0.7 84 1,204 0.7

少数株主利益   3 0.0 98 0.1  4 0.0

中間（当期）純利
益 

  924 1.1 825 0.8  1,820 1.1
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,351 6,351  6,351

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

 6,351 6,351  6,351

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  17,456 18,722  17,456

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間（当期）純利益  924 924 825 825 1,820 1,820

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  243 267 511 

２．役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
－
(－)

－
(－)

33 
(1) 

３．自己株式処分差損  7 251 30 298 10 554

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

 18,130 19,250  18,722
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

 1,551 1,625 3,029 

２．減価償却費  464 471 961 

３．減損損失  － 9 － 

４．連結調整勘定償却額  － 54 － 

５．貸倒引当金の減少額  －6 －1 －7 

６．賞与引当金の増加額  17 85 2 

７．役員退職慰労引当金
の減少額（増加額）

 9 －20 27 

８．退職給付引当金の減
少額 

 －78 －60 －164 

９．受取利息及び受取配
当金 

 －10 －17 －17 

10．支払利息  140 146 282 

11．為替差益（差損）  －0 －12 4 

12．持分法による投資損
失（投資利益） 

 －112 28 －404 

13．固定資産売却益  －43 －0 －70 

14. 投資有価証券売却益  － －0 －5 

15．投資不動産売却益  － －61 － 

16．投資不動産売却損  － － 374 

17．投資不動産賃貸収入  －144 －136 －287 

18．投資有価証券評価損  － － 168 

19．投資不動産賃貸費用  75 70 148 

20．ゴルフ会員権評価損  0 4 3 

21．固定資産売却及び除
却損 

 8 2 7 

22．売上債権の増加額
（減少額） 

 1,131 －4,051 3,235 

23．たな卸資産の減少額
（増加額） 

 －5,565 450 －1,869 
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

24．仕入債務の増加額
（減少額） 

 －1,778 4,098 －4,149 

25．役員賞与の支払額  －23 －33 －23 

26．その他  －703 －626 628 

小計  －5,067 2,026 1,874 

27．利息及び配当金の受
取額 

 10 17 17 

28．利息の支払額  －147 －145 －288 

29．法人税等の支払額  －814 －774 －1,290 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 －6,017 1,123 312 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．定期預金の預入によ
る支出 

 －6 －562 －12 

２．定期預金の払戻によ
る収入 

 － 500 12 

３．有形固定資産の取得
による支出 

 －142 －377 －319 

４．有形固定資産の売却
による収入 

 81 18 136 

５．無形固定資産の取得
による支出 

 －55 －364 －176 

６．投資有価証券の取得
による支出 

 －23 －12 －31 

７．投資有価証券の売却
による収入 

 － 0 15 

８．投資不動産の取得に
よる支出 

 －2 －0 －3 

９．投資不動産の売却に
よる収入 

 － 55 92 

10．投資不動産の賃貸に
よる収入 

 144 136 286 

11．投資不動産の賃貸に
伴う支出 

 －41 －41 －55 
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

12．貸付による支出  － －100 － 

13．連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による支出 

※２ － －100 －188 

14．その他  34 －2 26 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 －10 －851 －217 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．短期借入れによる収
入 

 23,232 9,195 22,011 

２．短期借入金の返済に
よる支出 

 －18,000 －7,026 －19,582 

３．長期借入金の返済に
よる支出 

 －32 －1,000 －1,042 

４．自己株式の売却によ
る収入 

 74 83 96 

５．自己株式の取得によ
る支出 

 － －210 －301 

６．配当金の支払額  －243 －268 －487 

７．その他  －0 －0 －0 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 5,031 774 693 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 3 13 －3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（減少額） 

 －993 1,060 784 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 3,189 3,974 3,189 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額

 － 1,567 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※１ 2,196 6,602 3,974 

     

 



 

－  － 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）連結子会社の数 ４社 連結子会社の数 13社 連結子会社の数 ６社 １．連結の範囲に関する事

項 当該子会社は次のとおりであ

ります。 

丸文通商株式会社 

丸文情報通信株式会社 

Marubun USA 

Corporation 

Marubun Taiwan,Inc. 

主要な連結子会社名 

丸文通商株式会社 

丸文情報通信株式会社 

丸文セミコン株式会社 

丸文ウエスト株式会社 

Marubun USA Corporation 

Marubun Taiwan,Inc. 

Marubun Semicon (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

Marubun/Arrow Asia,Ltd. 

Marubun/Arrow (S) Pte Ltd.

Marubun/Arrow (HK) Ltd. 

Marubun Arrow (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Marubun/Arrow (Phils) Inc.

Marubun/Arrow (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

上記のうち、丸文ウエスト

株式会社については、平成17

年５月に新設会社分割の方式

により新たに設立し、当中間

連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

前中間連結会計期間におい

て持分法適用の関連会社であ

りましたMarubun/Arrow 

Asia,Ltd.は、実質的に支配し

ている状況から判断して、当

中間連結会計期間から連結の

範囲に含めることといたしま

した。 

なお、Marubun/Arrow (S) 

Pte Ltd.及びMarubun/Arrow 

(HK) Ltd.は、Marubun/Arrow 

Asia,Ltd.の100％子会社であ

ります。 

また、Marubun Arrow 

(Thailand)Co.,Ltd.、

Marubun/Arrow (Phils) Inc.

及びMarubun/Arrow 

（Shanghai) Co.,Ltd.は、

Marubun/Arrow Asia,Ltd.の間

接所有100％子会社でありま

す。 

当該子会社は次のとおりでありま

す。 

丸文通商株式会社 

丸文情報通信株式会社 

丸文セミコン株式会社 

Iseco Electronics Trading 

(Shanghai) Co.,Ltd. 

Marubun USA Corporation 

Marubun Taiwan,Inc. 

上記のうち、丸文セミコン株式

会社については、当連結会計年

度において新たに全株式を取得

したため、連結の範囲に含めて

おります。なお、Iseco 

Electronics Trading 

(Shanghai) Co.,Ltd.は丸文セ

ミコン株式会社の100％子会社

であります。 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  Marubun Semicon 

(Shanghai) Co.,Ltd.は、平

成17年５月にIseco 

Electronics Trading 

(Shanghai) Co.,Ltd.から社

名を変更いたしました。 

 

 (2）主要な非連結子会社の名称等   

 非連結子会社の名称   

 Marubun (B.V.I.) 

Taiwan,Inc. 

  

 （連結の範囲から除いた理由）   

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純

利益及び利益剰余金等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

  

２．持分法の適用に関する

事項 

(1）持分法適用の非連結子会社数

１社 

 (1）持分法適用の非連結子会社数

１社 

 会社名 Marubun (B.V.I.) 

Taiwan,Inc. 

 会社名 Marubun (B.V.I.) 

Taiwan,Inc. 

なお、Marubun (B.V.I.) 

Taiwan,Inc.は、平成17年３

月14日付で清算いたしまし

た。 

 (2）持分法適用の関連会社数 ４

社 

(1）持分法適用の関連会社数 ３

社 

(2）持分法適用の関連会社数 ４

社 

 会社名 Marubun/Arrow 

Asia,Ltd. 

Marubun/Arrow 

USA,LLC. 

Nordiko,Ltd. 

株式会社フォーサイ

トテクノ 

会社名 Marubun/Arrow 

USA,LLC. 

Gradebay,Ltd. 

株式会社フォーサイ

トテクノ 

Marubun/Arrow Asia, Ltd.

は、当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めることとし

たため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

Gradebay,Ltd.は、平成17年

９月にNordiko, Ltd.から社

名を変更いたしました。 

会社名 Marubun/Arrow 

Asia,Ltd. 

Marubun/Arrow 

USA,LLC. 

Nordiko,Ltd. 

株式会社フォーサイ

トテクノ 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）持分法を適用していない関連

会社 

 

  会社名 株式会社T・M・C  

  株式会社T・M・Cについては

当中間連結会計期間におい

て、連結子会社丸文通商株式

会社が新たに株式を取得しま

したが、中間純利益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 

 (3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。 

(3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。 

(3）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度

に係る財務諸表を使用してお

ります。 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

在外連結子会社９社の中間決算日

は、６月30日であります。 

連結子会社の決算日が連結決算日

と異なる会社は次のとおりであり

ます。 

 
 
会社名  中間決算日

Marubun USA 
Corporation 

 ６月30日

Marubun Taiwan, 
Inc. 

 ６月30日

  

    
会社名  決算日 

Iseco 
Electronics 
Trading 
(Shanghai) 
Co.,Ltd. 

 ６月30日

Marubun USA 
Corporation 

 ６月30日

Marubun Taiwan, 
Inc. 

 ６月30日

  
 中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、連結子会社の中間決算日現

在の中間財務諸表を使用しており

ます。ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 連結財務諸表の作成に当たって

は、連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。ただ

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 イ．有価証券 イ．有価証券 イ．有価証券 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

同左 決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

同左 同左 

 ロ．デリバティブ ロ．デリバティブ ロ．デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

 ハ．たな卸資産 ハ．たな卸資産 ハ．たな卸資産 

 主として移動平均法による

低価法 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 

 主として定率法によってお

ります。 

ただし、当社及び国内連結

子会社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）は定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

５～50年 

機械装置及び運搬具 

５～６年 

工具器具及び備品 

５～20年 

同左 同左 

 ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（３～

５年）に基づいておりま

す。 

同左 同左 

 ハ．投資その他の資産 ハ．投資その他の資産 ハ．投資その他の資産 

 投資不動産 投資不動産 投資不動産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）は

定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 

５～50年 

工具器具及び備品 

５～20年 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

 イ．貸倒引当金 イ．貸倒引当金 イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、当社及び国内

連結子会社は一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。ま

た、在外連結子会社は特定

の債権について回収不能見

込額を計上しております。

同左 同左 

 ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支給にあて

るため、実際支給見込額を

計上しております。 

同左 同左 

 ハ．退職給付引当金 ハ．退職給付引当金 ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、発生

の翌連結会計年度に一括費

用処理することとしており

ます。 

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、発生

の翌連結会計年度に一括費

用処理することとしており

ます。 

 ニ．役員退職慰労引当金 ニ．役員退職慰労引当金 ニ．役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、当社及び丸文

通商株式会社は、内規によ

る中間期末要支給額を計上

しております。 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、当社及び丸文

通商株式会社は、内規によ

る中間期末要支給額を計上

しております。 

また、丸文セミコン株式会

社についても当中間連結会

計期間から内規による中間

期末要支給額を計上してお

ります。 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、当社及び丸文

通商株式会社は、内規によ

る期末要支給額を計上して

おります。 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

────── 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及

び負債並びに収益及び費用

は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

同左  

 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

 イ．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 イ．ヘッジ会計の方法 

 時価評価されているヘッジ

手段に係る損益又は評価差

額を、ヘッジ対象に係る損

益が認識されるまで資産又

は負債として繰り延べる方

法によっております。ま

た、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務につ

いては、当該予約による円

貨額を付しております。な

お、特例処理の要件を満た

す金利スワップについて

は、時価評価せず、その金

銭の受払の純額を当該対象

物に係る利息に加減してお

ります。 

同左 同左 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約 
 
外貨建金銭債
権債務及び外
貨建予定取引

通貨オプション
 
外貨建金銭債
権債務及び外
貨建予定取引

金利スワップ  借入金 
  

 
ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債
権債務及び外
貨建予定取引

金利スワップ 借入金 
  

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ハ．ヘッジ方針 ハ．ヘッジ方針 ハ．ヘッジ方針 

 主に当社の社内規程である

「職務権限規程」、「為替

管理規程」及び「デリバ

ティブ取引運用細則」に基

づきヘッジ対象に係る為替

変動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしておりま

す。 

同左 同左 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約及び通貨オプショ

ンについては、ヘッジ対象

となる為替予約及び通貨オ

プションの通貨種別、期

日、金額の同一性を確認す

ることにより有効性を判定

しております。金利スワッ

プについては、ヘッジ対象

との一体処理を採用してい

るため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。

為替予約については、ヘッ

ジ対象となる為替予約の通

貨種別、期日、金額の同一

性を確認することにより有

効性を判定しております。

金利スワップについては、

ヘッジ対象との一体処理を

採用しているため、ヘッジ

の有効性の判定は省略して

おります。 

同左 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び預入期間が３ヵ月以内の定

期預金からなります。 

同左 同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は９百万円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。 

 

 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） ────── （外形標準課税） 

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に基づき、

当中間連結会計期間から法人事業

税の付加価値割及び資本割31百万

円を販売費及び一般管理費に計上

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益がそれぞれ31百万円少な

く計上されております。なお、セ

グメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

 「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に基づき、

当連結会計年度から法人事業税の

付加価値割及び資本割62百万円を

販売費及び一般管理費に計上して

おります。これにより営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ62百万円少なく計

上されております。なお、セグメ

ント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

注記 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

3,414百万円であります。 

有形固定資産の減価償却累計額は、 

3,665百万円であります。

有形固定資産の減価償却累計額は、 

3,522百万円であります。

※２ 投資不動産の減価償却累計額は、 

1,654百万円であります。 

投資不動産の減価償却累計額は、 

1,724百万円であります。

投資不動産の減価償却累計額は、 

1,681百万円であります。

※３ 担保資産及び担保付債務 担保資産及び担保付債務 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は、次のとおりで

あります。 

 
  
建物 617百万円

土地 609百万円

投資有価証券 286百万円

投資不動産 1,248百万円

計 2,762百万円
  

  
建物 549百万円

土地 593百万円

投資有価証券 446百万円

投資不動産 1,179百万円

計 2,768百万円
  

  
建物 570百万円

土地 593百万円

投資有価証券 293百万円

投資不動産 1,211百万円

計 2,669百万円
  

 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

 
  
支払手形及び買掛金 724百万円

短期借入金 2,440百万円

計 3,164百万円
  

  
支払手形及び買掛金 616百万円

短期借入金 2,140百万円

計 2,756百万円
  

  
支払手形及び買掛金 703百万円

短期借入金 2,140百万円

計 2,843百万円
  

４ 偶発債務 偶発債務 偶発債務 

 保証債務 保証債務 保証債務 

 (1)連結会社以外の会社の金融機関から

の借入及び従業員の金融機関からの借

入等に対する債務保証 

(1)連結会社以外の会社の金融機関から

の借入及び従業員の金融機関からの借

入等に対する債務保証 

(1)連結会社以外の会社の金融機関から

の借入等及び従業員の金融機関からの

借入等に対する債務保証 

 
  
医療法人社団
浅ノ川 

25百万円 

Marubun/Arro

w(S)Pte Ltd. 
US$42千 4百万円 

Marubun/Arro

w(HK) Ltd. 
US$20,295千 2,253百万円 

従業員 8百万円 

計 2,292百万円 
  

  
医療法人社団
浅ノ川 

18百万円

従業員 7百万円

計 26百万円
  

  
医療法人社団
浅ノ川 

22百万円

Marubun/Arrow

(S)Pte Ltd. 
US$730千 78百万円

Marubun/Arrow

(HK) Ltd. 
US$6,264千 672百万円

従業員 8百万円

計 781百万円
  

 
 
(2)手形信託譲渡高 1,024百万円 
  

 
(2)手形信託譲渡高 916百万円
  

 
(2)手形信託譲渡高 1,256百万円
  

５ 当座貸越契約 当座貸越契約 当座貸越契約 

 当社及び連結子会社においては、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行13 

行と当座貸越契約を締結しております。 

これら契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

当社及び連結子会社においては、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行13 

行と当座貸越契約を締結しております。 

これら契約に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

当社及び連結子会社においては、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行13 

行と当座貸越契約を締結しております。 

これら契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 
  
当座貸越極度額 51,698百万円

借入実行残高 29,232百万円

差引額 22,465百万円
  

  
当座貸越極度額 63,111百万円

借入実行残高 30,504百万円

差引額 32,607百万円
  

  
当座貸越極度額 56,228百万円

借入実行残高 26,579百万円

差引額 29,648百万円
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（中間連結損益計算書関係） 

注記 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費と一般管理費の主要な項目別内訳

は次のとおりであります。 

販売費と一般管理費の主要な項目別内訳

は次のとおりであります。 

販売費と一般管理費の主要な項目別内訳

は次のとおりであります。 

 
  
販売諸掛 339百万円

人件費 3,250百万円

賞与引当金繰入額 720百万円

退職給付引当金繰入額 129百万円

役員退職慰労引当金繰
入額 

16百万円

旅費及び交通費 374百万円

業務委託費 838百万円

不動産賃借料 496百万円

減価償却費 461百万円

その他 1,191百万円

計 7,818百万円
  

  
販売諸掛 556百万円

人件費 3,555百万円

賞与引当金繰入額 770百万円

退職給付引当金繰入額 195百万円

役員退職慰労引当金繰
入額 

27百万円

旅費及び交通費 423百万円

業務委託費 750百万円

不動産賃借料 490百万円

減価償却費 452百万円

その他 1,372百万円

計 8,595百万円
  

  
販売諸掛 658百万円

人件費 7,368百万円

賞与引当金繰入額 727百万円

退職給付引当金繰入額 261百万円

役員退職慰労引当金繰
入額 

34百万円

旅費及び交通費 752百万円

業務委託費 1,664百万円

不動産賃借料 975百万円

減価償却費 956百万円

その他 2,306百万円

計 15,706百万円
  

※２ 固定資産売却益は丸文通商株式会社に係

わるものであり、土地の売却によるもの

であります。 

固定資産売却益は当社に係わるものであ

り、主に建物の売却によるものでありま

す。 

固定資産売却益は主に丸文通商株式会社

に係わるものであり、主に土地の売却に

よるものであります。 

※３ ───── 投資不動産売却益は当社に係わるもので

あり、土地の売却によるものでありま

す。 

───── 

※４ 固定資産売却及び除却損は主に当社に係

わるものであり、主に建物の売却による

ものであります。 

固定資産売却及び除却損は当社に係わる

ものであり、主に工具器具及び備品の除

却によるものであります。 

固定資産売却及び除却損は主に当社に係

わるものであり、主に工具器具及び備品

の除却によるものであります。 

※５ ───── ───── 投資不動産売却損は当社に係わるもので

あり、土地の売却によるものでありま

す。 

※６ ───── 減損損失は当社に係わるものであり、

投資不動産（土地―遊休地）の減損損

失によるものであります。 

───── 

※７ 中間連結会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当連結会計年度におい

て予定している利益処分による買換資産

圧縮記帳積立金の取崩しを前提として、

当中間連結会計期間に係る金額を計算し

ております。 

同左 ───── 

 



 

－  － 

 

(35) ／ 2005/12/26 14:08 (2005/12/26 14:07) ／ 401476_03_070_2k_05250603／第５－２中間連結財務諸表作成／os2丸文／半期.doc 

35

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

注記 
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

 （平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）
   
現金及び預金勘定 4,948百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

－2,752百万円

現金及び現金同等物 2,196百万円
  

  
現金及び預金勘定 8,911百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

－2,308百万円

現金及び現金同等物 6,602百万円
  

  
現金及び預金勘定 6,720百万円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 

－2,746百万円

現金及び現金同等物 3,974百万円
  

※２ ───── 前連結会計年度注記に記載の未支払額の

支出であります。 

株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに丸文セミコン

株式会社を連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに丸文セミ

コン株式会社株式の取得価額と丸文セミ

コン株式会社株式取得のための支出（純

額）との関係は次のとおりであります。 

  
 
  （百万円）

流動資産 2,419

固定資産 40

連結調整勘定 548

流動負債 －2,348

固定負債 －9

丸文セミコン株式会社株
式の取得価額 

650

丸文セミコン株式会社現
金及び現金同等物 

－361

未支払額 －100

差引：丸文セミコン株式

会社株式取得のた

めの支出 

188
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

57 37 20 

工具器具
及び備品 

971 507 464 

合計 1,028 544 484 

  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

38 27 10

工具器具
及び備品

714 387 327

合計 752 414 337

  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

50 36 14

工具器具
及び備品

907 500 407

合計 958 536 422

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料中間期末残高相当額  

  
１年内 199百万円

１年超 285百万円

合計 485百万円
  

  
１年内 141百万円

１年超 207百万円

合計 349百万円
  

  
１年内 168百万円

１年超 268百万円

合計 437百万円
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

  
支払リース料 142百万円

減価償却費相当額 133百万円

支払利息相当額 7百万円
  

  
支払リース料 98百万円

減価償却費相当額 90百万円

支払利息相当額 4百万円
  

  
支払リース料 261百万円

減価償却費相当額 244百万円

支払利息相当額 13百万円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息

法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  
１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 2百万円
  

  
１年内 2百万円

１年超 5百万円

合計 8百万円
  

  
１年内 3百万円

１年超 6百万円

合計 9百万円
  

 （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,532 1,871 338 

(2）債券    

社債 10 15 4 

(3）その他 13 16 2 

合計 1,557 1,903 346 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 24 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,396 2,356 959 

(2）債券    

社債 － － － 

(3）その他 13 20 6 

合計 1,410 2,376 966 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 10 
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前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1,386 2,035 649 

(2）債券    

社債 － － － 

(3）その他 13 17 3 

合計 1,400 2,053 652 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 10 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引    

 買建 5,121 5,150 28 

 売建 4,780 4,846 －65 

 オプション取引    

 買建 
350 
（4）

3 －0 

 売建 
350 
（4）

4 0 

合計 10,604 10,004 －37 

 （注） １．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いております。 

２．オプション取引の（ ）内は、当中間連結会計期間末日翌日から権利行使日までのプレミアム金額で

あります。 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引    

 買建 6,166 6,297 130 

 売建 4,323 4,411 －87 

 オプション取引    

 買建 
795 
（6）

7 0 

 売建 
795 
（6）

6 0 

合計 12,081 10,722 44 

 （注） １．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いております。 

２．オプション取引の（ ）内は、当中間連結会計期間末日翌日から権利行使日までのプレミアム金額で

あります。 
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前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引    

 買建 3,855 3,938 83 

 売建 3,904 4,042 －138 

 オプション取引    

 買建 
426 
（4）

5 0 

 売建 
426 
（4）

3 0 

合計 8,612 7,990 －53 

 （注） １．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いております。 

２．オプション取引の（ ）内は、当連結会計年度末日翌日から権利行使日までのプレミアム金額であり

ます。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 65,455 18,048 83,504 － 83,504

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1 － 1 －1 －

計 65,457 18,048 83,506 －1 83,504

営業費用 63,286 17,267 80,553 1,473 82,026

営業利益 2,171 781 2,952 －1,475 1,477

 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 92,474 14,766 107,241 － 107,241

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － －

計 92,474 14,766 107,241 － 107,241

営業費用 89,360 14,560 103,920 1,376 105,297

営業利益 3,113 206 3,320 －1,376 1,943

 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 
デバイス事業
（百万円） 

システム事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 131,633 39,258 170,891 － 170,891

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

2 4 7 －7 －

計 131,635 39,263 170,899 －7 170,891

営業費用 127,396 36,933 164,329 3,050 167,379

営業利益 4,239 2,330 6,569 －3,057 3,512

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）デバイス事業………汎用IC、メモリーIC、特定用途IC、カスタムIC、ディスクリート、電子・電気部

品、ネットワーク＆コンピュータ 

(2）システム事業………航空宇宙機器、試験計測機器、レーザ機器、科学機器、コンポーネント、医用機

器 
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３．追加情報 

（前中間連結会計期間） 

(1）「追加情報」に記載のとおり、「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に基づき、

当中間連結会計期間から法人事業税の付加価値割及び資本割を営業費用に計上しております。これに

よる影響は軽微であります。 

(2）当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントの名称を「部材事業」は「デバイス事業」に、「機

器事業」は「システム事業」に変更しております。 

（前連結会計年度） 

(1）「追加情報」に記載のとおり、「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に基づき、

当連結会計年度から法人事業税の付加価値割及び資本割を営業費用に計上しております。これによる

影響は軽微であります。 

(2）当連結会計年度から事業の種類別セグメントの名称を「部材事業」は「デバイス事業」に、「機器事

業」は「システム事業」に変更しております。 

４．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用 

 
前中間連結会計期間
（百万円） 

当中間連結会計期間
（百万円） 

前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目
に含めた配賦不能営
業費用の金額 

1,496 1,374 3,089 

当社の経営管理部門、
総務部門、経理部門
等、管理部門に係る費
用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 
日本 
（百万円）

アジア 
（百万円）

その他の地
域 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 92,334 14,906 － 107,241 － 107,241

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

5,555 983 － 6,538 －6,538 －

計 97,889 15,890 － 113,779 －6,538 107,241

営業費用 95,138 15,551 3 110,693 －5,395 105,297

営業利益 2,751 338 －3 3,086 －1,143 1,943

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア   ………香港、シンガポール、タイ、フィリピン、台湾、中国 

(2）その他の地域………米国 

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,374百万円であり、その

主なものは当社の経営管理部門、総務部門、経理部門等、管理部門に係る費用であります。 
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前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 20,020 486 20,506 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   107,241 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の
割合（％） 

18.7 0.5 19.1 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア   ………香港、シンガポール、タイ、フィリピン、台湾、中国 

(2）その他の地域………米国、英国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額
（円） 

1,105.80 

１株当たり中間純利益
金額（円） 34.21 

  

  
１株当たり純資産額
（円） 

1,173.06

１株当たり中間純利益
金額（円） 30.86

  

  
１株当たり純資産額
（円） 

1,141.19

１株当たり当期純利益
金額（円） 66.20

    
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額
（円） 

34.13 

  

  
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額
（円） 

30.79

  

 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額
（円） 

66.04

 
（注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 924 825 1,820 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 33 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （33）

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
924 825 1,787 

期中平均株式数（千株） 27,034 26,762 26,996 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株） 67 60 68 

（うち新株予約権） (67) (60) （68）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数1,400

個）。なお、概要は、

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

────── 新株予約権１種類（新

株予約権の数1,400

個）。新株予約権の概

要は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

株式の取得（子会社化） ────── ────── 

平成16年11月12日開催の当社取

締役会において、株式会社アイセ

コ が 営 む Samsung Electronics 

Co.,Ltd.製半導体の販売事業の譲

受けに関する覚書に調印すること

を決議いたしました。 

  

（1）譲受けの方法   

株式会社アイセコの半導体販

売事業を同社が新設分割する

子会社に承継した上で、当社

が当該子会社の全株式を譲受

ける方法によって取得いたし

ます。 

  

（2）取得する会社   

①名称 未定   

②主な事業内容   

Samsung Electronics 

 Co.,Ltd.製半導体の販売 

  

③規模   

売上高 約150億円（平成16

年４月期） 

  

④株式取得の時期   

平成17年３月（予定）   

⑤取得価額   

約550百万円（予定）   

⑥支払資金の調達及び支払方法 

自己資金にて賄う予定でおり

ます。なお、支払方法は未定

であります。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

会社分割による神戸支店分社化 ────── ────── 

平成16年11月15日開催の当社取

締役会において、平成17年４月１

日付で当社の神戸支店の営業を新

設会社分割の方式により、新たに

設立する子会社（丸文ウエスト株

式会社）に承継させることを決議

いたしました。なお、概要につい

ては次のとおりであります。 

  

（1）会社分割の目的   

当社は、エレクトロニクス専

門商社として「一流の商品を

一流のお客様にお届けする」

という経営方針のもと、常に

お客様のニーズにいち早くお

応えする役割を担って参りま

した。 

今般、地域ならびに顧客特性

に応じた品揃え、サービスの

提供をさらに一層推進すると

ともに、意思決定のスピード

アップを図るため神戸支店を

分社化することといたしまし

た。 

  

（2）会社分割の要旨   

①分割方式   

当社を分割会社とし、新たに

設立する丸文ウエスト株式会

社を承継会社とする分社型新

設分割（簡易分割）でありま

す。 

  

②株式の割当   

承継会社が本分割に際して発

行する普通株式600株はすべて

当社に割り当てます。なお、

分割交付金の支払はありませ

ん。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③承継する権利義務   

承継会社が本件分割対象事業

を遂行する上で必要と判断さ

れる資産、負債及びこれに付

随するすべての権利義務を承

継いたします。ただし、売掛

債権、買掛債務は承継しませ

ん。 

  

④分割会社及び承継会社の概要   

分割会社 

（平成16年３月31日現在） 

会社名 丸文株式会社 

事業内容 

半導体、電子部品、電子応

用機器等の仕入販売 

資本金 6,214百万円 

総資産 79,688百万円 

売上高 138,520百万円 

従業員数 783人 

承継会社 

（平成17年４月１日設立時見

込み） 

会社名 丸文ウエスト株式会

社 

事業内容 

電子応用機器および部品の

仕入販売 

資本金 30百万円 

総資産 約100百万円（予定） 

従業員数 11人（予定） 
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前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

自己株式の取得 ────── 自己株式の取得 

  平成17年５月19日開催の取締役

会において、商法第211条３第１項

第２号の規定に基づき、自己株式

を買受けることを決議し、自己株

式取得を以下のとおり実施いたし

ました。 

 １．自己株式取得に関する取締役

会の決議内容 

(1) 自己株式の取得を行う理由 

 経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策の遂行を可

能にするため。 

(2）取得の内容 

 ① 取得する株式の種類 

 当社普通株式 

 ② 取得する株式の総数 

 16万株を上限とする。（発行

済株式総数に対する割合

0.6％） 

 ③ 株式の取得価額の総額 

 160百万円を上限とする。 

 ２．取得日 

 平成16年12月２日開催の当社取

締役会において、商法第211条の３

第１項第２号の規定に基づき、自

己株式を買受けることを決議いた

しました。 

１．自己株式の取得を行う理由 

 経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策の遂行を可

能にするため。 

２．取得の内容 

(1）取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2）取得する株式の総数 

60万株を上限とする。（発行

済株式総数に対する割合

2.21％） 

(3）株式の取得価額の総額 

５億円を上限とする。 

(4）自己株式の買受けの日程 

平成16年12月８日から平成17

年３月31日まで 

 平成17年５月20日～平成17年

６月10日 

  ３．取得株式数及び取得価額 

  当社普通株式62,400株（取得

価額58百万円）を取得いたし

ました。 



－  － 

 

(49) ／ 2005/12/26 14:08 (2005/12/26 14:07) ／ 401476_03_090_2k_05250603／第５－４中間セグメント情報／os2丸文／半期.doc 

49

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の譲渡 ────── ────── 

 平成16年12月16日開催の当社取

締役会において、固定資産の譲渡

を決議いたしました。 

  

１．譲渡の理由   

 資産圧縮の一環として売却

することを決定いたしまし

た。 

  

２．譲渡する相手会社の名称   

丸勝運輸株式会社   

３．譲渡資産の種類   

土地及び建物   

４．譲渡前の使途   

丸勝運輸株式会社への賃貸   

５．譲渡の時期   

平成17年１月下旬（予定）   

６．譲渡価額   

86百万円   

７．譲渡損失見込額   

379百万円   

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,824 3,994 4,849 

２ 受取手形  4,142 1,464 2,730 

３ 売掛金  37,238 35,618 35,759 

４ 有価証券  15 － － 

５ たな卸資産  22,703 17,105 19,167 

６ 前渡金  1,172 797 573 

７ 繰延税金資産  381 389 384 

８ その他 ※５ 718 846 817 

貸倒引当金  －25 －18 －23 

流動資産合計   70,171 82.5 60,198 79.0  64,259 81.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※1,3   

(1）建物  1,679 1,552 1,611 

(2）土地  2,300 2,300 2,300 

(3）その他  620 803 708 

計  4,600 4,655 4,620 

２ 無形固定資産  1,887 1,892 1,718 

３ 投資その他の資産    

(1）繰延税金資産  1,379 1,124 1,251 

(2）投資不動産 ※2,3 2,928 2,364 2,416 

(3）その他 ※３ 4,125 5,925 4,870 

計  8,433 9,414 8,537 

固定資産合計   14,921 17.5 15,962 21.0  14,876 18.8

資産合計   85,092 100.0 76,161 100.0  79,136 100.0
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前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※３ 2,116 1,515 2,704 

２ 買掛金 ※３ 19,107 15,309 15,245 

３ 短期借入金 ※３ 28,900 25,700 26,400 

４ 一年内返済予定長
期借入金 

 2,000 － 1,000 

５ 未払法人税等  466 489 555 

６ 未払事業所税  12 12 24 

７ 賞与引当金  605 646 602 

８ その他  1,315 1,601 1,960 

流動負債合計   54,523 64.1 45,273 59.5  48,492 61.3

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  2,000 2,000 2,000 

２ 退職給付引当金  878 742 803 

３ 役員退職慰労引当
金 

 363 347 376 

４ その他  627 594 616 

固定負債合計   3,870 4.5 3,684 4.8  3,796 4.8

負債合計   58,393 68.6 48,958 64.3  52,288 66.1

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   6,214 7.3 6,214 8.2  6,214 7.9

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  6,351 6,351 6,351 

資本剰余金合計   6,351 7.5 6,351 8.3  6,351 8.0

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  1,553 1,553 1,553 

２ 任意積立金  11,873 11,854 11,873 

３ 中間（当期）未処
分利益 

 1,283 1,876 1,551 

利益剰余金合計   14,710 17.3 15,285 20.1  14,977 18.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  168 0.2 471 0.6  326 0.4

Ⅴ 自己株式   －745 －0.9 －1,119 －1.5  －1,023 －1.3

資本合計   26,699 31.4 27,203 35.7  26,847 33.9

負債資本合計   85,092 100.0 76,161 100.0  79,136 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   75,105 100.0 79,883 100.0  152,872 100.0

Ⅱ 売上原価   66,933 89.1 72,094 90.2  136,342 89.2

売上総利益   8,172 10.9 7,788 9.8  16,530 10.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  6,902 9.2 6,588 8.2  13,758 9.0

営業利益   1,270 1.7 1,200 1.5  2,771 1.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  278 0.4 285 0.4  503 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  376 0.5 414 0.5  617 0.4

経常利益   1,172 1.6 1,071 1.3  2,657 1.7

Ⅵ 特別利益 ※３  6 0.0 69 0.1  13 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  9 0.0 21 0.0  569 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

  1,168 1.6 1,119 1.4  2,101 1.4

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 440 463 838 

法人税等調整額 ※５ 63 503 0.7 25 489 0.6 83 921 0.6

中間（当期）純利
益 

  665 0.9 630 0.8  1,179 0.8

前期繰越利益   625 1,277  625

自己株式処分差損   7 30  10

中間配当額   － －  243

中間（当期）未処
分利益 

  1,283 1,876  1,551
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評

価方法  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式  子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

同左  決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 移動平均法による低価法 同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の

方法 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設

備は除く）は定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  ５～50年 

機械及び装置   ５年 

車両及び運搬具  ６年 

工具器具及び備品 ５～20年 

同左  同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

同左 同左 

 (3）投資その他の資産 (3）投資その他の資産 (3）投資その他の資産 

 投資不動産 投資不動産 投資不動産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設

備は除く）は定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  ５～50年 

工具器具及び備品 ５～20年 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給にあてる

ため、実際支給見込額を計上

しております。 

同左 同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括費用処理す

ることとしております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括費用処理す

ることとしております。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規による中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規による期末要

支給額を計上しております。

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 ────── 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 時価評価されているヘッジ手

段に係る損益又は評価差額

を、ヘッジ対象に係る損益が

認識されるまで資産又は負債

として繰り延べる方法によっ

ております。また、為替予約

が付されている外貨建金銭債

権債務については、当該予約

による円貨額を付しておりま

す。なお、特例処理の要件を

満たす金利スワップについて

は、時価評価せず、その金銭

の受払の純額を当該対象物に

係る利息に加減しておりま

す。 

同左 同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   
ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約 
 
外貨建金銭債
権債務及び外
貨建予定取引

通貨オプション
 
外貨建金銭債
権債務及び外
貨建予定取引

金利スワップ  借入金 

  

  
ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建金銭債
権債務及び外
貨建予定取引

金利スワップ 借入金 

  

同左 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 主に当社の社内規程である

「職務権限規程」、「為替管

理規程」及び「デリバティブ

取引運用細則」に基づきヘッ

ジ対象に係る為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジ

しております。 

同左 同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約及び通貨オプション

については、ヘッジ対象とな

る為替予約及び通貨オプショ

ンの通貨種別、期日、金額の

同一性を確認することにより

有効性を判定しております。

金利スワップについては、

ヘッジ対象との一体処理を採

用しているため、ヘッジの有

効性の判定は省略しておりま

す。 

為替予約については、ヘッジ

対象となる為替予約の通貨種

別、期日、金額の同一性を確

認することにより有効性を判

定しております。金利スワッ

プについては、ヘッジ対象と

の一体処理を採用しているた

め、ヘッジの有効性の判定は

省略しております。 

同左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

税抜方式によっております。 

 

同左 

 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は９百

万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。 

 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税） ────── （外形標準課税） 

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に基づき、

当中間会計期間から法人事業税の

付加価値割及び資本割31百万円を

販売費及び一般管理費に計上して

おります。これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が

それぞれ31百万円少なく計上され

ております。 

 「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に基づき、

当期から法人事業税の付加価値割

及び資本割62百万円を販売費及び

一般管理費に計上しております。

これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益がそれぞれ62

百万円少なく計上されておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

注記 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 
  
有形固定資産の減価償却
累計額 

2,897百万円

  

  
有形固定資産の減価償却
累計額 

3,062百万円

  

  
有形固定資産の減価償却
累計額 

3,017百万円

  
※２   投資不動産の減価償却累
計額 

1,654百万円

  

  
投資不動産の減価償却累
計額 

1,724百万円

  

  
投資不動産の減価償却累
計額 

1,681百万円

  
※３ 担保資産 担保資産 担保資産 

 担保差入資産 担保差入資産 担保差入資産 

 
  
建物 617百万円

土地 609百万円

投資有価証券 269百万円

投資不動産 1,248百万円

 計 2,745百万円
  

  
建物 549百万円

土地 593百万円

投資有価証券 421百万円

投資不動産 1,179百万円

 計 2,744百万円
  

  
建物 570百万円

土地 593百万円

投資有価証券 275百万円

投資不動産 1,211百万円

 計 2,651百万円
  

 上記の担保資産に対する債務 上記の担保資産に対する債務 上記の担保資産に対する債務 

 
  
支払手形 380百万円

買掛金 201百万円

短期借入金 2,440百万円

 計 3,022百万円
  

  
支払手形 339百万円

買掛金 160百万円

短期借入金 2,140百万円

 計 2,640百万円
  

  
支払手形 421百万円

買掛金 190百万円

短期借入金 2,140百万円

 計 2,752百万円
  

 ４ 偶発債務 偶発債務 偶発債務 

 保証債務 保証債務 保証債務 

 (1)銀行借入等に対する保証 (1)銀行借入等に対する保証 (1)銀行借入等に対する保証 

 
  
丸文通商株式会社 843百万円 

NT$ 31,647千  103百万円 

US$   61千   6百万円 

Marubun 
Taiwan, Inc. 

1百万円 

Marubun/Arrow(HK) 

Ltd. 
US$ 20,295千 2,253百万円 

Marubun/Arrow(S) 

Pte Ltd. 
US$   42千   4百万円 

従業員 5百万円 

 計 3,219百万円 

  

  
丸文通商株式会社 1,009百万円

丸文セミコン株式会

社 
2,550百万円

丸文ウエスト株式会

社 
234百万円

 US$   758千  85百万円Marubun 
Taiwan, Inc. 

24百万円

Marubun/Arrow(HK)

Ltd. 
US$ 25,675千 2,906百万円

Marubun/Arrow(S)

Pte Ltd. 
US$    46千   5百万円

従業員 5百万円

 計 6,821百万円

  

  
丸文通商株式会社 797百万円

丸文セミコン株式会

社 
150百万円

NT$ 49,013千  166百万円

US$   17千   1百万円

Marubun 
Taiwan, Inc. 

2百万円

Marubun/Arrow(HK) 

Ltd. 
US$ 6,264千  672百万円

Marubun/Arrow(S) 

Pte Ltd. 
US$  730千   78百万円

従業員 5百万円

 計 1,873百万円

  

 (2)手形信託譲渡高    1,024百万円 (2)手形信託譲渡高     916百万円 (2)手形信託譲渡高   1,256百万円 

※５ 消費税等の取扱い 消費税等の取扱い ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産の『その他』に含めて表

示しております。 

同左  

６ 当座貸越契約 当座貸越契約 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行10行と当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行10行と当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行10行と当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

   当座貸越極度額 47,550百万円

借入実行残高 28,900百万円

差引額 18,650百万円

  

  
当座貸越極度額 47,550百万円

借入実行残高 25,700百万円

差引額 21,850百万円

  

  
当座貸越極度額 47,550百万円

借入実行残高 26,400百万円

差引額 21,150百万円
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（中間損益計算書関係） 

注記 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 営業外収益の主要項目 営業外収益の主要項目 

 
  
受取利息 0百万円

受取配当金 28百万円

投資不動産賃貸収入 153百万円

固定資産賃貸料 36百万円
  

  
受取利息 1百万円

受取配当金 40百万円

投資不動産賃貸収入 144百万円

固定資産賃貸料 30百万円
  

  
受取利息 0百万円

受取配当金 32百万円

投資不動産賃貸収入 303百万円

固定資産賃貸料 69百万円
  

※２ 営業外費用の主要項目 営業外費用の主要項目 営業外費用の主要項目 

 
 
支払利息 140百万円

投資不動産賃貸費用 75百万円

為替差損 111百万円
  

 
支払利息 125百万円

投資不動産賃貸費用 70百万円

為替差損 127百万円
  

 
支払利息 280百万円

投資不動産賃貸費用 148百万円

為替差損 9百万円
  

※３ 特別利益の主要項目 特別利益の主要項目 特別利益の主要項目 

 
  
貸倒引当金戻入額 6百万円

  

  
固定資産売却益 0百万円

投資有価証券売却益 0百万円

投資不動産売却益 61百万円

貸倒引当金戻入額 5百万円
  

  
投資有価証券売却益 5百万円

貸倒引当金戻入額 7百万円
  

※４ 特別損失の主要項目 特別損失の主要項目 特別損失の主要項目 

 
  
固定資産売却損 7百万円

固定資産除却損 1百万円

ゴルフ会員権評価損 0百万円

関係会社整理損 0百万円
  

  
固定資産売却損 0百万円

固定資産除却損 1百万円

ゴルフ会員権評価損 3百万円

関係会社整理損 5百万円

減損損失 9百万円
  

  
固定資産売却損 7百万円

固定資産除却損 3百万円

投資有価証券評価損 164百万円

投資不動産売却損 374百万円

ゴルフ会員権評価損 0百万円

関係会社整理損 19百万円
  

※５ 中間会計期間に係る納付税額及び法人税

等調整額は、当期において予定している

利益処分による買換資産圧縮記帳積立金

の取崩しを前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。 

同左 ────── 

 ６ 減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

 
  
有形固定資産 137百万円

無形固定資産 318百万円

投資その他の資産 53百万円
  

  
有形固定資産 143百万円

無形固定資産 292百万円

投資その他の資産 47百万円
  

  
有形固定資産 296百万円

無形固定資産 651百万円

投資その他の資産 104百万円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

車両及
び運搬
具 

57 37 20 

工具器
具及び
備品 

821 419 401 

合計 878 456 421 

  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

車両及
び運搬
具 

38 27 10

工具器
具及び
備品 

656 354 301

合計 694 382 312

  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両及
び運搬
具 

50 36 14

工具器
具及び
備品 

757 380 377

合計 808 416 391

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 未経過リース料中間期末残高相当額  

  
１年内 170百万円

１年超 266百万円

合計 437百万円
  

 
１年内 130百万円

１年超 192百万円

合計 323百万円
  

  
１年内 152百万円

１年超 253百万円

合計 406百万円
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

  
支払リース料 123百万円 

減価償却費相当額 114百万円 

支払利息相当額 7百万円 
  

  
支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 78百万円

支払利息相当額 4百万円
  

  
支払リース料 224百万円

減価償却費相当額 208百万円

支払利息相当額 12百万円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  
１年内 1百万円

１年超 0百万円

合計 2百万円
  

  
１年内 2百万円

１年超 5百万円

合計 8百万円
  

  
１年内 3百万円

１年超 6百万円

合計 9百万円
  

 （減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

 

（１株当たり情報） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額(円) 985.18 1,018.19 1,002.42 

１株当たり中間（当期）
純利益金額（円） 

24.62 23.55 42.79 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額（円） 

24.56 23.49 42.68 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。 

 前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 665 630 1,179 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 24 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （24）

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
665 630 1,155 

期中平均株式数（千株） 27,034 26,762 26,996 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株） 67 60 68 

（うち新株予約権） （67） （60） （68）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数1,400 

個）。なお、概要は、

「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

────── 新株予約権１種類（新

株予約権の数1,400

個）。新株予約権の概

要は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

株式の取得（子会社化） ────── ────── 

平成16年11月12日開催の当社取

締役会において、株式会社アイセ

コ が 営 む Samsung Electronics 

Co.,Ltd.製半導体の販売事業の譲

受けに関する覚書に調印すること

を決議いたしました。 

なお、詳細については、連結財

務諸表における「重要な後発事

象」に記載のとおりであります。 

  

会社分割による神戸支店分社化 ────── ────── 

平成16年11月15日開催の当社取

締役会において、平成17年４月１

日付で当社の神戸支店の営業を新

設会社分割の方式により、新たに

設立する子会社（丸文ウエスト株

式会社）に承継させることを決議

いたしました。 

なお、詳細については、連結財

務諸表における「重要な後発事

象」に記載のとおりであります。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

自己株式の取得 ────── 自己株式の取得 

 平成16年12月２日開催の当社取締

役会において、商法第211条の３第

１項第２号の規定に基づき、自己株

式を買受けることを決議いたしまし

た。 

 なお、詳細については、連結財務

諸表における「重要な後発事象」に

記載のとおりであります。 

  平成17年５月19日開催の取締役会

において、商法第211条の３第１項

第２号の規定に基づき、自己株式を

買受けることを決議し、自己株式の

取得を以下のとおり実施いたしまし

た。 

１．自己株式取得に関する取締役会

の決議内容 

（1）自己株式の取得を行う理由 

   経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策の遂行を可能に

するため。 

（2）取得の内容 

① 取得する株式の種類 

当社普通株式 

② 取得する株式の総数 

16万株を上限とする。（発行済

株式総数に対する割合 

0.6％） 

③ 株式の取得価額の総数 

160百万円を上限とする。 

２．取得日 

平成17年５月20日～平成17年６

月10日 

３．取得株式数及び取得価額 

当社普通株式62,400株（取得価

額58百万円）を取得いたしまし

た。 

固定資産の譲渡 ────── ────── 

 平成16年12月16日開催の当社取締

役会において、固定資産の譲渡を決

議いたしました。 

 なお、詳細については、連結財務

諸表における「重要な後発事象」に

記載のとおりであります。 

  

 

(2）【その他】 

 平成17年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額           267百万円 

(ロ）１株当たりの金額                 10円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成17年12月12日 

 （注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書 平成17年

５月19日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書の訂正報告書 

 平成17年３月１日提出の臨時報告書の訂正報告書 平成17年６月６日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第58期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月４日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月10日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月６日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月７日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月８日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月11日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月８日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月７日関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

  平成16年12月24日  

丸文株式会社    

 

 取締役会 御中  

 

 至誠監査法人  

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 住田 光生  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 森永 忠昭  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川和 浩   印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸

文株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 

 



 

 

(63) ／ 2005/12/26 14:09 (2005/12/26 14:07) ／ 401476_21_0509_2k_05250603／中間監査H17連結／os2丸文.doc 

独立監査人の中間監査報告書 

 

 

  平成17年12月21日  

丸文株式会社    

 

 取締役会 御中  

 

 至誠監査法人  

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 住田 光生  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 森永 忠昭  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川和 浩   印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸

文株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

  平成16年12月24日  

丸文株式会社    

 

 取締役会 御中  

 

 至誠監査法人  

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 住田 光生  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 森永 忠昭  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川和 浩   印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸

文株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、丸文株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

 

  平成17年12月21日  

丸文株式会社    

 

 取締役会 御中  

 

 至誠監査法人  

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 住田 光生  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 森永 忠昭  印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川和 浩   印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸

文株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、丸文株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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